
地域づくり
支援メニュー

～令和8年度版～

宇陀市



市では、「みんなが生きがいをもって暮らせる魅力ある健幸な
まち 宇陀市 ～輝く歴史と豊かな文化の息づくまち～」の実現
に向け、地域の力を活かしたまちづくりを進めるため、地域コ
ミュニティ活動や健康福祉（ウェルネス）、環境など、特に市民
生活に関係の深い支援メニューをとりまとめた「令和8年度版 地
域づくり支援メニュー」を作成しました。

宇陀の地域力を最大に生かしたまちづくりを進めていくため、
本冊子をぜひご活用ください。

団体向け支援

地域づくり支援事業一覧 P1

＊個人向け支援はP39より掲載しています。

地域づくり支援事業（個別詳細） P5



令和8年度 地域づくり支援事業一覧

名 称 目的・内容
補助
対象

実施
主体

担当課 頁

1 連合自治会補助金

宇陀市連合自治会の健全な
育成と円滑な運営を支援し、
自治意識の向上を図ること
を目的とする。

自治会 宇陀市 市民協働課 P5

2
地域の草刈り支援事
業（草刈機の貸出）

人口減少と高齢化に伴い負
担が大きくなっている地域
の草刈りについて、自走式
草刈機の貸し出しを行う。

自治会、
まちづくり

協議会
宇陀市

市民協働課
又は

各地域事務所
P6

3
自治会掲示板設置事
業補助金

自治会が行う掲示板の新設、
建替え又は修繕に対し、補
助を行う。

自治会 宇陀市
市民協働課

又は
各地域事務所

P7

4
集会所等コミュニ
ティ施設整備事業補
助金

自治会等が行う集会所等の
新築、改築、増築又は改修
に要する経費について補助
を行う。

自治会等 宇陀市
市民協働課

又は
各地域事務所

P8

5
一般コミュニティ助
成事業

コミュニティ活動に必要な
備品等の整備に対し、助成
を行う。

自治会

一般財団法人

自治総合
センター

市民協働課
又は

各地域事務所
P9

6
国際交流推進事業補
助金

外国との交流活動を通じて
互いの文化の理解、友好親
善を目的に活動する団体に
対し、補助を行う。

市内団体 宇陀市 市民協働課 P10

7
いきいき地域づくり
補助金

まちづくり協議会の活動に
対し、補助を行う。

まちづくり
協議会

宇陀市 市民協働課 P11

8
いきいき地域づくり
補助金(活動支援分)

まちづくり協議会が、市か
ら提案する事業を実施する
にあたり補助を行う。

まちづくり
協議会

宇陀市 市民協働課 P12

9
地域づくりアドバイ
ザー支援事業

まちづくり協議会の活動を
側面から支援し、地域の皆
さんとともに積極的な地域
づくり活動の支援を行う。

まちづくり
協議会

宇陀市 市民協働課 P13

10
地域活性化推進事業
補助金

地域の特性を生かし個性あ
る地域の振興を図るため、
住民が主体となり、地域の
活性化を推進する事業に対
し、補助を行う。

市内団体 宇陀市
市民協働課

又は
各地域事務所

P14

〇団体向け支援〇
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令和8年度 地域づくり支援事業一覧
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名 称 目的・内容
補助
対象

実施
主体

担当課 頁

11
まちづくり活動応援
補助金

市民による主体的・地域の
個性を生かしたまちづくり
を推進するため、事業に係
る経費に対し、補助を行う。

市内団体 宇陀市 市民協働課 P15

12
奈良県自治会等連携
補助金

自治会等が他の地域団体と
新たに連携し、住民主体で
地域課題の解決に取り組む
活動に対して助成を行う。

自治会、
まちづくり

協議会
奈良県 市民協働課 P16

13
過疎地域等集落ネッ
トワーク圏形成支援
事業

集落の維持・活性化のため、
複数集落で構成される「集
落ネットワーク圏」におけ
る取組に対し、助成を行う。

まちづくり
協議会等

(地域運営組織)

国 企画課 P17

14
防犯灯設置事業補助
金

防犯意識を高め、犯罪の防
止と通行の安全を図るため、
防犯灯の新設又は照明器具
の更新に対し、補助を行う。

自治会等 宇陀市
危機管理課

又は
各地域事務所

P18

15
防犯カメラ設置事業
補助金

防犯意識を高め、犯罪の防
止及び抑止を目的として自
治会等が行う防犯カメラ設
置事業に対し、補助を行う。

自治会等 宇陀市
危機管理課

又は
各地域事務所

P19

16
自主防災組織の資機
材等の整備に係る補
助金

自主防災組織の活動のため
必要となる資機材や備蓄食
糧の整備に対し、補助を行
う。

自主防災
組織

宇陀市 危機管理課 P20

17
自主防災組織育成事
業補助金

市内の自主防災の活動の促
進を図るため結成した自主
防災組織に対し、補助を行
う。

自主防災
組織

宇陀市 危機管理課 P21

18
コミュニティ助成事
業（自主防災分）

自主防災組織が行う地域の
防災活動に直接必要な設備
等の整備に対し、助成を行
う。

自主防災
組織

一般財団法人

自治総合
センター

危機管理課 P22

19
不法投棄防止施設設
置事業補助金

不法に投棄される廃棄物に
よる被害を防止することを
目的に、不法投棄防止施設
の設置に対し、補助を行う。

市内団体、
個人

宇陀市 環境対策課 P23

20 集団資源回収助成金

再生利用可能な一般廃棄物
（古紙類及び布類に限
る。）の集団資源回収活動
を行う団体に対し、助成を
行う。

市内団体 宇陀市 環境対策課 P24

〇団体向け支援〇
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名 称 目的・内容
補助
対象

実施
主体

担当課 頁

21
高齢者軟骨伝導集音
器購入費助成金

高齢者の耳の聞こえを保証
し、認知症の予防につなげ
ていくため、軟骨伝導集音
器購入に対し、助成を行う。

満65歳以上
の個人、
市内団体

宇陀市 介護福祉課 P25

22
こども食堂運営支援
補助金

こども食堂を運営し、子ど
もが安心して過ごせる居場
所づくりに取り組む団体に
対し、補助を行う。

市内団体 宇陀市 こども未来課 P26

23
おはようラジオ体操
推進事業補助金

地域において継続的にラジ
オ体操を実施する事業に対
し、補助を行う。

自治会、
まちづくり

協議会
宇陀市

健康増進課
保健センター

P27

24
いきいき百歳体操推
進事業補助金

地域において継続的にいき
いき百歳体操を実施する事
業に対し、補助を行う。

自治会、
まちづくり

協議会
宇陀市

健康増進課
保健センター

P28

25
健幸づくり講座（健
幸プラザ出前講座）

健康づくりや病気の予防、
認知症・介護予防、権利擁
護に関わること等、地域で
講座を開催される場合に職
員が出向いたり講師を派遣
する。

自治会、
まちづくり
協議会、

地区組織等

宇陀市

健康増進課
保健センター
医療介護あん
しんセンター P29

社会福祉
協議会

権利擁護
センター

26
いきいきサロン開催
助成金

高齢者がボランティアと共
に地域の集会所に集い、楽
しみながら歌、軽体操、軽
い手作業等の取り組みを行
う活動に対し、助成を行う。

ボランティ
ア団体

社会福祉
協議会

社会福祉
協議会

P30

27
高齢者等サポート隊
事業助成金

誰もが地域の中で安心して
生活していくため、見守
り・声かけ訪問等の活動に
対し、助成を行う。

自治会、
まちづくり

協議会

社会福祉
協議会

社会福祉
協議会

P31

28
空き家空き店舗等活
用事業者支援事業補
助金

空き家空き店舗等の活用を
推進するため、施設改修、
設備投資、家財道具処分の
経費に対し、補助を行う。

事業を実施
する者

宇陀市 商工産業課 P32

29
農地・農業用施設維
持管理に伴う重機借
上げ補助金

農地が自然災害により畦畔
等が崩壊又は崩壊する恐れ
がある場合、農業用施設の
維持管理、補修、改良を実
施する場合、重機借上げ費
用に対し、補助を行う。

自治会、
農家組合、

受益者
宇陀市 農林課 P33

〇団体向け支援〇
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名 称 目的・内容
補助
対象

実施
主体

担当課 頁

30
有害鳥獣捕獲共同取
組事業補助金

有害鳥獣による被害防止を
図るため、自主的に捕獲体
制を整備し、捕獲活動を行
う団体に対し、補助を行う。

自治会、
農家組合

宇陀市 農林課 P34

31
観光施設整備等事業
費補助金

観光事業の振興を図るため、
市内の団体等が主体となっ
て行う観光施設整備等の事
業に対し、補助を行う。

自治会、
まちづくり
協議会等

宇陀市 観光課 P35

32
スポーツ大会誘致等
運営費補助金

スポーツ大会等を誘致する
ことにより、市民の競技力
向上の機会を提供し、観光
振興や交流人口の拡大及び
地域経済の活性化を図るこ
とを目的に補助を行う。

市内で開催
するスポー
ツ大会を主
催する団体

宇陀市 観光課 P36

33
スポーツ合宿等宿泊
費補助金

市内で開催するスポーツ競
技に係る試合、練習又は研
修等を、宿泊を伴い実施す
る団体に対し、補助を行う。

スポーツに
関する活動
を行う団体

宇陀市 観光課 P37

34
社会教育推進講座講
師派遣

まちづくり協議会が主催し
て行う講座等について、講
師の派遣を行う。

まちづくり
協議会

宇陀市 中央公民館 P38

〇団体向け支援〇



1 連合自治会補助金

１ 趣旨・目的

地域における自主的な住民意識の確立及び自治意識の向上を図ることを目的
とします。

宇陀市連合自治会

上記対象事業と同じ

補助金算出基礎：均等割、自治会戸数割等

宇陀市連合自治会の健全な育成と円滑な運営を支援し、自治意識の向上を図るため
に、補助を行います。

- 5 -

政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP：0745-88-9085）

２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



2 地域の草刈り支援事業（草刈機の貸出）

１ 趣旨・目的

地域における自主的な活動の支援と、自治会やまちづくり協議会の円滑な運
営を支援することを目的とします。

自治会、まちづくり協議会

２ 事業内容

自治会やまちづくり協議会が地域活動として行う草刈りにおいて、自走式草刈機を
貸し出し。
貸出期間：作業日前後の4日間程度
受取・返却：市民協働課又は各地域事務所（軽トラックが必要です。）
＊市民協働課と各地域事務所に各1台の自走式草刈機を配置しています。貸し出し
には予約が必要です。

人口減少と高齢化に伴い負担が大きくなっている地域の草刈りについて、自走式
草刈機の貸し出しを行います。

- 6 -

政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

備 考

問合せ先



3 自治会掲示板設置事業補助金

１ 趣旨・目的

自治会のコミュニティ活動の円滑な推進を図ることを目的とします。

自治会

２ 事業内容

令和8年6月1日～令和8年9月30日（令和9年度事業分）

新設・建替え 50,000円以内 修繕 20,000円以内

○掲示板の新設又は建替えに要する経費
（掲示板1基あたり新設又は建替えに要する経費の1／2以内の額とし、50,000円を

限度とする。）
○掲示板の修繕に要する経費
（掲示板1基あたり修繕に要する経費の1／2以内の額とし、20,000円を限度とす

る。）   

自治会が行う掲示板の新設、建替え又は修繕に対する補助を行います。

- 7 -

政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



4 集会所等コミュニティ施設整備事業補助金

１ 趣旨・目的

地域における住民の自主的な活動を支援し、市民の福祉の増進とふれあい豊
かな地域社会の育成を図ることを目的とします。

市内の一定の区域を単位として多目的かつ一般的な地域的共同活動を行うために当
該区域内に居住している者を構成員として任意に結成されている自治組織又は地方
自治法第260条の2に基づく認可地縁団体を対象とする。

２ 事業内容

令和8年6月1日～令和8年9月30日（令和9年度事業分）
（見積の写し、図面、写真等の添付が必要です。申請できるかどうか、手続きはど

のようにするのかなど相談してください。）

○新築及び改築
補助対象額の1／2（2,000万円を超える部分については1／3）以内の額。ただ
し、加入世帯数によって限度額を定めています。

○増築及び改修
補助対象額の1／2以内の額。補助限度額（200万円）に達するまで5年間の利用
ができます。

○新築（更地に集会所等を建築するもの）

○改築（既存の集会所等の建物の全部か一部を取り壊した後に集会所等を再建築するも
の）

○増築（既存の建物の床面積等を増加させる20万円以上で延床面積が20㎡以上のもの）

○改修（集会所等の修繕、模様替えその他集会所等の本来の機能を維持するための改良で、
20万円以上のもの）

自治会等が行う集会所等の新築、改築、増築又は改修に要する経費について補助を
行います。

- 8 -

政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



5 一般コミュニティ助成事業

１ 趣旨・目的

地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、地域社会の健全な
発展と住民福祉の向上に寄与することを目的とします。

自治会

２ 事業内容

補助額

令和8年8月頃（令和9年度事業分）

100万円から250万円まで（10万円単位）

住民が自主的に行うコミュニティ活動の促進を図り、地域の連帯感に基づく自治意
識を盛り上げることを目指すもので、コミュニティ活動に直接必要な設備等（建築
物、消耗品は除く）の整備に関する事業を対象とする。

宝くじの社会貢献広報事業として、コミュニティ活動に必要な備品等の整備を図る
ことによる活力ある地域づくり等に対して助成を行います。

- 9 -

政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

問合せ先



6 国際交流推進事業補助金

１ 趣旨・目的

地域における国際交流事業の推進を図り、国際感覚豊かな人材を育成し、個
性的で魅力的なまちづくりを進めることを目的とします。

国際交流推進事業を実施する非営利団体で、次の要件のいずれにも該当しているも
のとする。
① 宇陀市内に所在地を置き、かつ、活動の基盤を有しているもの。
② 非営利団体の代表者及び構成員の過半数が、宇陀市民であること。
③ その他市長が必要と認めること。

２ 事業内容

令和8年4月～令和9年3月末
（前年度の9月末までにご相談下さい。）

40,000円

補助金の交付の対象となる事業は、国際交流推進事業とし、次のいずれにも該当し
ないものとする。
① 営利を目的とする事業
② 政治及び宗教に関する事業
③ その他市長が不適当と認めた事業

外国との交流活動を通じて互いの文化の理解に努め、友好親善を図ることを目的と
する活動を実施する宇陀市内の団体に対する補助を行います。
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政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



7 いきいき地域づくり補助金

１ 趣旨・目的

まちづくり協議会の活動に対する補助を目的とします。

まちづくり協議会

２ 事業内容

令和8年4月～令和9年3月
（対象団体には、4月上旬に案内）

地域の人口及び面積等により決定（下限350千円）

まちづくり協議会が実施する事業であり、次に掲げるもの。
①地域の保健、医療及び福祉に関する事業 ⑤地域の課題及び問題を解決する事業
②地域の環境美化及び保全に関する事業 ⑥個性豊かな地域社会を実現する事業
③地域の産業及び経済が活性化する事業 ⑦地域の活力を創造する事業
④地域の教育及び文化の振興に関する事業 ⑧その他市長が必要と認める事業

宇陀市まちづくり協議会に関する規則に基づき認定した「宇陀市まちづくり協議
会」を対象として、その活動に対する補助を行います。
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政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



8 いきいき地域づくり補助金（活動支援分）

１ 趣旨・目的

市民協働によるまちづくりを推進していくため、まちづくり協議会において
市が提案する事業を実施していただくことにより、持続可能なまちを実現す
ることを目的とします。

まちづくり協議会

２．事業内容

令和8年4月～

事業費全体で100万円以内

まちづくり協議会が実施する事業であり、次に掲げるもの。
①安心して暮らせる地域づくり（集落活動サポート、生活支援サポート、ワンコイン

サービス）

②移住定住による地域づくり（空き家解消、定住サポート）

③地域資源の活用（特産品開発、マルシェ等）

④地域文化と地域財産の活用（観光資源の整備、観光マップ、冊子作成等）

まちづくり協議会が、市から提案する事業を実施するにあたり補助を行います。
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政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



１ 趣旨・目的

地域づくり活動を支援することを目的とします。

まちづくり協議会

２ 事業内容

政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）

○人 数計3名

まちづくり協議会の活動を側面から支援（情報提供、事業計画への参画）し、地域
の皆さんとともに積極的な地域づくり活動の支援を行います。
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9 地域づくりアドバイザー支援事業

内 容

対象団体

備 考

問合せ先



10 地域活性化推進事業補助金

１ 趣旨・目的

地域の特性を生かし個性ある地域の振興を図るため、住民が主体となり、地
域の活性化を推進することを目的とします。

市内団体

２ 事業内容

令和8年4月～令和9年3月末
（前年度の9月末までにご相談下さい。）

各事業単位で補助額を決定

地域の特性を生かし個性ある地域の振興を図るため、住民が主体となり、地域の活
性化を推進する事業

地域の特性を生かし個性ある地域の振興を図るため、住民が主体となり、地域の活
性化を推進する事業に要する経費について補助を行います。
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政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



11 まちづくり活動応援補助金

１ 趣旨・目的

市民による主体的及び地域の個性を生かしたまちづくりを推進することを目
的とします。

対象となる団体は、次の要件の全てに該当するものとする。
①市内で主に活動し、3人以上で構成されている（うち半数以上が市内に在住、在

勤又は在学）。
②定款、規約、会則などがあり、それに基づいて活動が行われている。
③政治活動、宗教活動、営利を目的としない団体である。

２ 事業内容

令和9年3月頃（令和9年度事業分）

上限50万円

市内において補助の対象となる団体が実施する新規又は既存の活動の拡充となる自
主的なまちづくり事業で、次のいずれかに該当するもの。
①産業・ものづくりの振興
②観光振興
③健康・福祉の推進、児童生徒の健全育成推進
④芸術・文化・スポーツなど生涯学習の振興
⑤景観美化、環境保全、地域の安全推進
⑥その他地域の活性化につながる事業

市民による主体的及び地域の個性を生かしたまちづくりを推進するため事業に要す
る経費について補助を行います。
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政策推進部 市民協働課
電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



12 奈良県自治会等連携補助金

１ 趣旨・目的

自治会、まちづくり協議会等が、その他の地域団体等と新たに連携して、住
民主体で地域課題の解決に取り組む活動を支援することにより、地域コミュ
ニティの活性化を目指します。

自治会、まちづくり協議会等

令和8年4月15日～令和8年5月29日（申請書類提出期間）

補助率1／2（上限50万円）

自治会、まちづくり協議会等が、地域課題の解決のため、他の地域団体等と新たに
連携して実施する次に掲げる補助テーマのいずれかに沿った事業。
①高齢者への対応（高齢者の居場所、集いの場、生活支援の仕組みづくり等）

②地域での子どもの育み（子どもの居場所づくり、地域での見守り等）

③災害への備え（避難訓練、防災マップづくり等）

④情報通信技術（ICT）の活用と広報の強化（SNS活用の連絡システム、自治会活動の
PR強化等）

⑤地域への愛着や帰属意識の向上（地域の祭り、伝統行事の担い手を増やす活動等）

⑥その他（地域活動の担い手育成、空き家・空き地の活用、オンデマンドタクシーの運行
等）

自治会、まちづくり協議会等が他の地域団体と新たに連携し、住民主体で行う地域
課題の解決に向けた取組について助成を行います。

政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP:0745-88-9085）
奈良県知事公室市町村振興課 電話：0742-27-9984
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



13 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

１ 趣旨・目的

過疎集落の生活の営み（日常生活支援機能）を確保するとともに、生産の営
み（地域産業）を振興するために、地域運営組織等が行う取り組みを支援す
ることにより、継続的な集落の維持、活性化を図ることを目的とします。

まちづくり協議会等（地域運営組織）

２ 事業内容

令和8年12月～令和9年1月（令和9年度事業分）
（事前にご相談下さい。）

上限1,500万円（下限500万円）
但し、以下の事業を実施する場合は、上限額を下記のとおり。
①専門人材を活用する事業 （2,000万円）
②ＩＣＴ等技術を活用する事業（2,500万円）
③上記①・②を併用する事業 （3,000万円）

地域コミュニティ組織による活性化プランの策定、活性化プランに基づく日常生活
支援機能の確保や地域産業の振興に係る事業等を対象とする。

地域の総合サービス拠点整備・定住支援・見守りサービス・小さなビジネスの展開（特
産品開発等）等

集落の維持・活性化のため、基幹集落を中心に複数集落で構成される「集落ネット
ワーク圏」における取組を支援するため、交付金を交付します。
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政策推進部 企画課
電話：0745-82-1362（IP:0745-88-9074）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



14 防犯灯設置事業補助金

１ 趣旨・目的

市民の防犯意識を高め、犯罪の防止と通行の安全を図ることを目的とします。

自治会等

２ 事業内容

令和8年6月1日～令和8年9月30日（令和9年度事業分）

3,000円～14,000円

防犯灯の新設 支柱の設置を伴う場合 10,000円（LED灯 14,000円）
既存支柱等に設置する場合   6,000円（LED灯 10,000円）

防犯灯の照明器具の交換に要する経費   3,000円（LED灯  7,000円）

防犯灯の新設または照明器具の更新に対する補助を行います。
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総務部 危機管理課 電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



15 防犯カメラ設置事業補助金

１ 趣旨・目的

住民の防犯意識を高めるとともに、犯罪の防止及び抑止を目的とします。

自治会、認可地縁団体又はまちづくり協議会

対象団体

令和8年6月1日～令和8年9月30日（令和9年度事業分）

補助対象経費の2／3以内の額（上限額20万円）

○防犯カメラの購入及び設置に要する経費
○防犯カメラの設置を示す看板等の設置に要する経費

自治会等が行う防犯カメラ設置事業に要する経費の一部を補助します。

内 容
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総務部 危機管理課 電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）

２ 事業内容

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



16 自主防災組織の資機材等の整備に係る補助金

１ 趣旨・目的

結成された自主防災組織の資機材や備蓄食糧の強化拡充を図り、地域の
共助意識の高揚を図ることを目的とします。

市内の自主防災の活動の促進を図るため結成した自主防災組織

２ 事業内容

対象団体

令和8年4月1日～令和9年3月31日
（予算の範囲内に限りますので、事前にご相談下さい。）

宇陀市自主防災組織の資機材等の整備に係る補助金交付要綱による。

自主防災組織の活動のため必要となる資機材や備蓄食料の整備に要する経費
＊資機材については、補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して5年間

は、補助金の交付は受けられません。
＊備蓄食糧については、補助金の交付を受けた年度の翌年度から起算して3年

間は、補助金の交付は受けられません。

自主防災組織の活動のため必要となる資機材や備蓄食糧の整備に要する経費に
対する補助を行います。
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総務部 危機管理課
電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）

内 容

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



17 自主防災組織育成事業補助金

１ 趣旨・目的

自主防災の結成の促進を図ることを目的とします。

市内の自主防災の活動の促進を図るため結成した自主防災組織

２ 事業内容

対象団体

令和8年4月1日～令和9年3月31日
（予算の範囲内に限りますので、事前にご相談下さい。）

当該年度の4月1日現在の世帯数に基づき算定し、
１組織につき１回限りの交付とします。

補助の対象となる経費は、次のいずれにも該当するものとする。
① 防災訓練
② 防災知識の啓発活動
③ 自主避難所の運営に関する経費
④ 災害用備蓄品の購入に関する経費
⑤ その他自主防災組織の設立や運営等に必要な活動

市内の自主防災の活動の促進を図るため結成した自主防災組織に対する補助を
行います。

総務部 危機管理課
電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）
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内 容

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



18 コミュニティ助成事業（自主防災分）
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自主防災組織が行う地域の防災活動に直接必要な設備等（建築物、消耗品は除く）
の整備に要する経費について、自治総合センターの決定に基づき助成金を交付しま
す。
実施主体：一般財団法人 自治総合センター

自主防災組織

対象団体

総務部 危機管理課
電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）

30万円から200万円まで（10万円単位）

令和8年9月頃（令和9年度事業分）

１ 趣旨・目的

地域のコミュニティ活動の充実・強化を図ることにより、地域社会の健全な
発展と住民福祉の向上に寄与することを目的とします。

２ 事業内容

内 容

公募時期

補助額

問合せ先



19 不法投棄防止施設設置事業補助金

１ 趣旨・目的

国・県道及び市の管理する道路から不法に投棄される廃棄物により、公衆衛
生や生活環境の保全上支障が生じる恐れがある場合において、その被害を防
止することを目的とします。

宇陀市内の土地に防護柵等を設置する者

２ 事業内容

令和8年4月1日～令和9年3月31日（但し、前年度の9月末までにご相談下さい。）

設置に要する経費が1万円以上10万円以下でその1／2以内

①防止柵
②防止網
③その他市長が適当と認めたもの

不法投棄防止施設（防止柵・防止網等）の設置に対する補助を行います。
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市民環境部 環境対策課
電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）

内 容

対象者

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



20 集団資源回収助成金

１．趣旨・目的

再生利用可能な一般廃棄物の集団回収を促し、一般廃棄物の減量及び資源の
再利用を図ることを目的とします。

営利を目的としない地域住民で組織する団体
＊事前に登録が必要です。

２．事業内容

令和9年2月～令和9年3月10日（予算及び事務遂行の都合上、早期にご相談くださ
い。）
＊登録団体の運営上必要な場合には、年２回（９月・３月）に分けて提出可。

集団回収した資源の重量1㎏につき3円以内

一般廃棄物の集団回収を年2回以上行い、集団回収した資源を宇陀市集団資源回収
助成金交付要綱第4条の規定により登録した業者に回収を依頼するもの。

再生利用可能な一般廃棄物の集団資源回収活動を自主的に行う団体に対する資源回
収助成を行います。
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市民環境部 環境対策課
電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



21 高齢者軟骨伝導集音器購入費助成金

１．趣旨・目的

軟骨伝導集音器による「聞こえ」が改善されることで、意思決定の促進など高齢
者等がいきいきと活躍できる社会環境の実現を目指します。

① 市内在住の満65歳以上で市税に滞納がない方
② 市内に所在地を置き、聞き取りが困難な高齢者等が訪れる窓口業務を行う団体

対象団体

令和8年4月～令和9年3月末
（予算がなくなり次第終了）

助成対象者1人（1団体）につき1回限りで、集音器1台分の助成対象経費額の１/２（上
限1万円）。ただし、付属品の購入経費、送料、修理費は除く。

宇陀市内の高齢者の耳の聞こえを保証し、認知症の予防につなげていくため、軟骨伝導
集音器の購入に要する経費に対し、助成金を交付します。

問合せ先

健康福祉部 介護福祉課
電話：0745-82-3675（IP:0745-88-9088）
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２．事業内容

内 容

対象事業

公募時期

補助額



22 こども食堂運営支援補助金

１．趣旨・目的

こども食堂を通じて、子どもを健やかに育成するための環境整備の推進を図ること
を目的とします。

市内でこども食堂を運営する団体のうち、次のいずれにも該当するものとする。
①暴力団、暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する団体ではない

こと。
②政治活動、宗教活動及び営利を目的としない団体であること。

実施前にご相談下さい。

1食につき300円
＊年間18万円を上限とする。

次の要件のいずれにも該当している事業とする。
①原則として、こども食堂の運営を1年以上継続し、かつ、年間3回以上行う予定である

こと。
②1回当たり10食以上の食事を提供できる体制が構築されていること。
③常時責任者を配置し、安全に配慮して実施すること。
④食事の提供に当たり、食中毒、食物アレルギー等への対策及び対応を行う体制が構築

されていること。

こども食堂を運営し、食事や学習、地域住民との交流などを通して子どもが安心して過
ごせる居場所づくりを推進する取組を実施する宇陀市内の団体に対する補助を行います。

健康福祉部 こども未来課
電話：0745-82-2236（IP:0745-88-9080）
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２ 事業内容

事業内容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



23 おはようラジオ体操推進事業補助金

１ 趣旨・目的

健康の増進及び地域のつながりを深めることを目的とします。

自治会又はまちづくり協議会

令和8年4月1日～令和9年3月31日（但し、前年度の9月末までにご相談ください。）

一つの実施場所につき、1万円

補助対象団体が実施する「おはようラジオ体操」で、場所ごとに年間40回以上の実施が
見込まれる事業

地域全体の健康意識を高め、健康行動を起こしていく人を増やすため、地域において継
続的にラジオ体操を実施する事業に対して補助を行います。

健康福祉部 健康増進課 保健センター（榛原サンクシティ2階 うだ健幸プラザ内）
電話：0745-82-2100 FAX：0745-82-2104
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



24 いきいき百歳体操推進事業補助金

１ 趣旨・目的

介護予防及び地域のつながりを深めることを目的とします。

自治会又はまちづくり協議会

２ 事業内容

対象団体

令和8年4月1日～令和9年3月31日

一つの実施場所につき1回のみで、3万円を上限

対象団体：概ね月3回以上実施され、かつ、年45回以上の実施が見込まれる団体
補助対象：いきいき百歳体操推進事業に使用する備品などの購入に要する経費

介護予防に対する意識を高め、健康行動を起こしていく人を増やすため、地域にお
いて継続的にいきいき百歳体操を実施する事業に対して補助を行います。

健康福祉部 健康増進課 保健センター
（榛原サンクシティ2階 うだ健幸プラザ内）
電話：0745-82-2100

FAX：0745-82-2104
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内 容

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



１ 趣旨・目的

「生涯にわたり健やかに心豊かに暮らす」、「住み慣れた地域で安心して生活で
きる」ことを目指し健康や介護、認知症、介護予防、権利擁護等について広く市
民に普及啓発し、健康づくりを推進し、「健幸に生活する」ことを目的とします。

自治会、まちづくり協議会・老人クラブ・ボランティア団体・その他地区組織等

２ 事業内容

健康福祉部 健康増進課 保健センター・医療介護あんしんセンター・権利擁護セン
ター（榛原サンクシティ2階 うだ健幸プラザ内）
電話：0745-82-2100
FAX：0745-82-2104

○場所：地域の集会所や公民館等
○担当：保健センター・医療介護あんしんセンター・権利擁護センター
○申込：実施の約1カ月前まで
○費用：無料
＊事前に内容、日程等の調整が必要です。

地域で下記の内容の講座を開催される場合に、職員が出向いたり、講師を派遣します。
①生活習慣病予防・運動習慣 ⑤認知症サポーター養成講座
②ストレスチェックや心のケア ⑥いきいき百歳体操
③健康に暮らすための食生活 ⑦認知症予防・介護予防
④歯と口の健康習慣 ⑧成年後見制度や権利擁護に関する事等

25 健幸づくり講座（健幸プラザ出前講座）
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内 容

対象団体

備 考

問合せ・申込先



26 いきいきサロン開催助成金

１ 趣旨・目的

高齢者の閉じこもりや要支援、要介護状態への進行を防止することを目的として
開催される「いきいきサロン」の活動を支援します。

いきいきサロンボランティア団体

参加人数に基づき算定

いきいきサロン事業

高齢者がボランティアと共に地域の集会所等に集い、楽しみながら歌、軽体操、軽い手
作業等の取り組みを行う「いきいきサロン」の活動に対し、助成を行います。

社会福祉法人 宇陀市社会福祉協議会
電話：0745-84-4116（IP:0745-88-9202）
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



27 高齢者等サポート隊事業助成金

１ 趣旨・目的

地域に住む高齢者の方々が孤立・孤独にならず安心して暮らせるように身近なご
近所エリアでの見守り活動に対して支援を行います。

自治会・まちづくり協議会

実績に基づき算定

高齢者等サポート隊事業

高齢者・障がい者など誰もが地域の中で安心して生活していくために、見守り・声かけ
訪問等の活動に対し、助成を行います。

社会福祉法人 宇陀市社会福祉協議会
電話：0745-84-4116（IP:0745-88-9202）
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



28 空き家空き店舗等活用事業者支援事業補助金

１ 趣旨・目的

空き家空き店舗等を事業のために活用していただく事業者を支援し、地域経済が
活性化することを目的とします。

市内で空き家、空き店舗等を利用して新たに事業を実施する者

令和8年4月1日～令和9年3月31日（但し、公募期間内であっても予算に達すると早期に
終了する場合があります。）
＊年度内に事業完了のものに限る。

一つの事業につき、施設改修及び設備投資 50万円（上限）
家財道具の処分   5万円（上限）

施設改修、設備投資、家財道具の処分

空き家空き店舗等の活用を推進するため、事業者に対し施設改修、設備投資、家
財道具の処分について必要経費の一部を補助金として交付する。

農林商工部 商工産業課
電話：0745-82-5874（IP：0745-88-9075）
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

問合せ先

補助額



１ 趣旨・目的

自治会、農家組合、市内に住所を有する受益者

２ 事業内容

令和8年4月1日～令和9年3月31日

○農地
借上げ費用の1／2以内で、4万円を超えない範囲の額

○農業用施設
借上げ費用の1／2以内で、15万円を超えない範囲の額

（ため池・井堰は借上げ費用の1／2以内で、150万円を超えない範囲の額）

○農道、農業用用排水路、ため池及び井堰の農業用施設で、受益戸数が2戸以上あるもの。
○田及び畑で、すでに耕作若しくは耕作できる状態にあり、耕運等の維持管理を行ってい

るもの。

①農地が自然災害（鳥獣害含む。）に起因して畦畔等が崩壊、若しくは崩壊する恐れがあ
る場合の重機借上げ費用を補助します。

②農業用施設の維持管理、補修、改良を実施する場合の重機借上げ費用を補助します。

29 農地・農業用施設維持管理に伴う重機借上げ補助金

農地及び作業道や、用水路等の農業用施設の機能を適正に発揮し、農業経営の安定
向上を図ることを目的とします。
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農林商工部 農林課
電話：0745-82-3679（IP:0745-88-9090）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



30 有害鳥獣捕獲共同取組事業補助金

１ 趣旨・目的

自治会、農家組合

２ 事業内容

➀ 4万円を超えない範囲内の額
➁ 4万円を超えない範囲内の額
③ 成獣１頭につき、3万円以内の額
➃ 大量捕獲装置の購入に要した経費の額
＊①～④は、対象事業に記載の番号。

➀ 猟銃免許を受け有害鳥獣捕獲を行う人材を育成し、被害を防止するための体制を整
備する経費

➁ 新たに猟銃免許を受けた者2人を含む3人以上の狩猟免許を受けている者が共同でわ
なを管理する経費

➂ 有害鳥獣を適正に処理するための経費
➃ 大量捕獲装置を購入するための経費

有害鳥獣（イノシシ及びニホンジカ）による農林産物への被害防止を図るため、自主的
に有害鳥獣の捕獲体制を整備し、捕獲活動を行う団体に対する補助を行います。

有害鳥獣による農林産物への被害防止を図ることを目的とします。

令和8年4月1日～令和8年11月30日（対象事業の➃は、前年度に事前協議が必要）
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農林商工部 農林課
電話：0745-82-3679（IP:0745-88-9090）

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



31 観光施設整備等事業費補助金

１ 趣旨・目的

宇陀市内の観光事業振興を図り、地域資源を活用した集客交流や地域産業の活性
化につなげることを目的とします。

自治会、まちづくり協議会、観光による地域振興を目的とする団体

令和8年4月1日～令和9年3月31日

新設又は増設：事業費の2／3以内（上限100万円）
改修、修繕又は撤去：事業費の1／2以内（上限50万円）

宇陀市の観光事業の振興を図るため、市内の団体等が主体となって行う観光施設整備等
の事業

宇陀市の観光事業の振興を図るため、市内の団体等が主体となって行う観光施設整備等
の事業に要する経費に対し、補助金を交付する。 

内 容

農林商工部 観光課
電話：0745-82-2457（IP:0745-88-9081）
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２．事業内容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



32 スポーツ大会誘致等運営費補助金

１ 趣旨・目的

宇陀市内において開催されるスポーツ大会等を誘致することにより、市民の競技
力向上の機会を提供し、観光振興や交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図る
ことを目的とします。

宇陀市内で開催するスポーツ大会を主催する団体

令和8年4月1日～

○大会参加者数による区分
100人以上200人未満：5千円 300人以上：2万円
200人以上300人未満：1万円

○宿泊者数による区分
10人以上20人未満：2万円  30人以上40人未満：4万円
20人以上30人未満：3万円  40人以上：5万円

○大会性質による区分
ツーリズム性の高い大会：3万円

補助金の交付の対象となる大会は、次の各号のいずれか２つ以上該当する大会とする。
① 市内において開催する大会参加者が100人以上の大会
② 市内において開催する大会で、宿泊の実人数（以下「宿泊者数」という。）が10人

以上のもの
③ 大会期間中の弁当等は、大会参加者の1／3以上分を宇陀市内業者で購入する。また

は、大会参加者の1／3以上が宇陀市内観光施設を訪れるなどツーリズム性の高い大
会

④ その他市長が適当と認める大会

宇陀市内において開催されるスポーツ大会等を誘致することにより、市民の競技力向上
の機会を提供し、観光振興や交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図ることを目的に
補助金を交付する。

農林商工部 観光課 電話：0745-82-2457（IP:0745-88-9081） 
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



33 スポーツ合宿等宿泊費補助金

１ 趣旨・目的

宇陀市内において開催されるスポーツ競技に係る試合、練習又は研修等を、宿泊
を伴って実施するものを誘致することで、市民の競技力向上の機会を提供し、観
光振興や交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図ることを目的に補助金を交付
する。

スポーツに関する活動を行う団体（他要件有）

令和8年4月1日～

補助金の額は、延べ宿泊者数に1,000円を乗じて得た額とし、20万円を限度とする。

補助金の交付の対象となるスポーツ合宿等は、次の各号に掲げる要件を全て満たすもの
とする。
① スポーツ団体がスポーツ技術の向上を目的に、市内の社会体育施設（宇陀市社会体

育施設条例に規定する社会体育施設をいう。）又はその他市長が認める施設を使用
して行う合宿であること。

② 旅館業法第2条に規定する旅館・ホテル営業を営む市内の施設（その施設を主として
異性を同伴する客の休憩又は宿泊に供するものを除く。）であって、この告示の施
行の日において、同法第3条に規定する営業の許可を受けており、現に市内において
営業をしている施設に宿泊するものであること。

③ 1回の合宿における宿泊者数が延べ10人以上であること。
④ 政治的、宗教的活動又は営利目的ではないこと。

宇陀市内において開催されるスポーツ競技に係る試合、練習又は研修等を、宿泊を伴っ
て実施するものを誘致することにより、市民の競技力向上の機会を提供し、観光振興や
交流人口の拡大及び地域経済の活性化を図ることを目的に、補助金を交付する。

農林商工部 観光課
電話：0745-82-2457（IP:0745-88-9081）
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



34 社会教育推進講座講師派遣

１ 趣旨・目的

地域の社会教育の推進及び公民館と地域とのつながりを深めることを目的としま
す。

まちづくり協議会

令和8年4月1日～令和9年3月31日

まちづくり協議会1団体につき、3万円を限度とする。

まちづくり協議会が主催して行う社会教育推進を目的とした講座等

まちづくり協議会が主催して行う講座等について、講師の派遣を行う。

教育委員会事務局 中央公民館
電話：0745-83-0551（IP:0745-88-9180）
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２ 事業内容

内 容

対象団体

対象事業

公募時期

補助額

問合せ先



令和8年度 支援事業一覧

〇個人向け支援〇
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名 称 目的・内容 補助対象 担当課 頁

①
空き家家財道具等処
分事業補助金

空き家内の残存家財道具等の
処分に要する経費の一部を補
助する。

空き家所有者 市民協働課 P41

②
定住促進奨励事業・
子育て世代支援事業

市内に住宅を取得し定住する
ものに対し、ウッピー商品券
を交付する。

市内に住宅を取得し、
一定の要件を満たす個
人

市民協働課 P41

③
結婚新生活支援補助
金

婚姻により新生活を始める夫
婦に対し、住居費、引越費用、
住宅リフォーム費の一部を補
助する。

要件を満たす婚姻した
世帯（39歳以下）

市民協働課 P42

④ 移住支援金交付事業
東京圏から宇陀市へ移住し、
就業または起業した者に対し
て支援金を交付する。

要件を満たす東京圏か
らの移住世帯

市民協働課 P42

⑤
特殊詐欺等防止対策
機器購入費補助金

特殊詐欺等防止対策機器の購
入及び設置に要する経費につ
いて補助を行う。

市内に居住する一定の
要件を満たす個人

危機管理課
又は

各地域事務所
P43

⑥
高齢者運転免許自主
返納促進事業

運転免許証の自主返納者に対
する支援としてウッピー商品
券を支給する。

市内に居住する一定の
要件を満たす個人

危機管理課 P43

⑦
不法投棄防止施設設
置事業補助金

不法に投棄される廃棄物によ
る被害を防止することを目的
に、不法投棄防止施設の設置
に対し、補助を行う。

市内団体、個人 環境対策課 P44

⑧
家庭用生ごみ処理機
及び処理容器設置費
補助金

家庭用生ごみ処理機、処理容
器を設置し、ごみの減量化や
再利用に取り組まれる方に対
し、購入費用を補助する。

市内に居住する一定の
要件を満たす個人

環境対策課 P44

⑨
スズメバチ駆除費補
助金

スズメバチの営巣を駆除した
費用に対し。補助を行う。

市内に建物若しくは土
地を所有、使用又は管
理する個人

環境対策課 P45

⑩

電気自動車等普及促
進事業（カーボン

ニュートラル推進事
業）

電気自動車又はプラグインハ
イブリッド自動車を購入され
た個人又は法人に対し、ウッ
ピー商品券を支給する。

市内に居住する一定の
要件を満たす個人、又
は法人

環境対策課 P45
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名 称 目的・内容 補助対象 担当課 頁

⑪

太陽光パネル設置補
助事業（カーボン

ニュートラル推進事
業）

住宅及び事業所に太陽光発電
システムを設置された方に対
し、ウッピー商品券を支給す
る。

市内に居住する一定の
要件を満たす個人、又
は市内で事業を営む事
業者

環境対策課 P46

⑫
高齢者軟骨伝導集音
器購入費助成金事業

高齢者の耳の聞こえを保証し、
認知症の予防につなげていく
ため、軟骨伝導集音器購入に
対し、助成を行う。

満65歳以上の個人、
市内団体

介護福祉課 P46

⑬
農地・農業用施設維
持管理に伴う重機借
上げ補助金

農地が自然災害により畦畔等
が崩壊又は崩壊する恐れがあ
る場合、農業用施設の維持管
理、補修、改良を実施する場
合、重機借上げ費用に対し、
補助を行う。

自治会、
農家組合、
受益者

農林課 P47

⑭
有害鳥獣防除施設事
業補助金

野生鳥獣による農林産物等へ
の被害防止を図るため、鳥獣
の侵入防止のための防除施設
設置に対して、補助を行う。

市内で農業等を行って
いる者

農林課 P47

⑮
老朽危険空家等除却
事業

老朽危険空家の除却を促進し、
居住環境の向上を図るため、
老朽危険空家等の除却に対し、
補助を行う。

老朽危険空家の所有者 住宅課 P48

⑯
住宅・建築物安全ス
トック形成事業

既存木造住宅の耐震診断を促
進するとともに、既存木造住
宅の耐震改修やブロック塀等
の撤去に対し、補助を行う。

昭和56年5月31日以前
に着工された2階建以
下の木造住宅の所有者、
道路に面したブロック
塀の所有者

住宅課 P48

⑰
住宅省エネ改修推進
事業（カーボンニュー

トラル推進事業）

既存住宅の省エネ改修の促進
および普及啓発を目的とし、
省エネ改修工事に対し支援を
行う。

昭和56年5月31日以前
に着工された2階建以
下の木造住宅の所有者、
平成12年以前に建てら
れた住宅の所有者か居
住者

住宅課 P49
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① 空き家家財道具等処分事業補助金

1 趣旨・目的
空き家を流通させることで、空き家の有効活用や定住促進を図ることを目的とします。

2 事業概要
空き家内の残存家財道具等の処分に要する経費の一部を補助します。

3 対象者
* 補助対象空き家の所有者またはその相続人
* 市税等の滞納がない者
* 空き家情報バンクへの登録または市内の宅地建物取引業者との媒介契約の締結予定者
* 過去に当該補助金の交付を受けていない者
* 宇陀市暴力団排除条例に規定する暴力団員等でない者

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（予算の範囲内に限る。）

5 補助額
補助対象経費の1／2（上限10万円、千円未満切り捨て）

6 問合せ先
政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP：0745-88-9085）

② 定住促進奨励事業・子育て世代支援事業

1 趣旨・目的
市内経済の活性化と人口増加、定住促進、自治会の活性化を目的とします。

2 事業概要
市内に住宅を取得し定住する者に対し、ウッピー商品券を交付します。

3 対象者
＊宇陀市民で住宅を取得した者
＊市外から転入し、住宅を取得した者
いずれも以下の要件を満たすこと
＊取得した住宅が申請者名義であること（共有可）
＊市税の滞納がないこと（転入者は前住所地での市町村税の滞納がないこと）
＊住宅取得地域の自治会に加入していること 

4 申請時期
住宅取得日（建物の所有権登記日）から1年以内

5 補助額
＊基礎額
   ・宇陀市民：15万円分のウッピー商品券

・転入者：5万円分のウッピー商品券
＊加算額（申請時に18歳以下の子どもが同居する世帯）
   ・子ども1人：5万円分のウッピー商品券
   ・子ども2人：10万円分ウッピー商品券
   ・子ども3人以上：20万円分のウッピー商品券

6 問合せ先
政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP：0745-88-9085）
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1 趣旨・目的
婚姻に伴う新生活開始時の経済的負担軽減と、少子化対策および定住促進を目的とします。

2 事業概要
婚姻により新生活を始める夫婦に対し、住居費、引越費用、住宅リフォーム費の一部を補助しま
す。

3 対象者
・令和8年1月1日から令和9年3月31日までに婚姻届を提出し受理された世帯
・夫婦の合計所得金額が500万円未満
・婚姻日において夫婦のいずれも39歳以下
・市税の滞納がないこと
・宇陀市内に住所を有すること
・申請日から5年以上、宇陀市に継続して居住する意思があること
・過去に夫婦の双方または一方が本補助金の交付を受けていないこと 

4 申請時期
令和9年3月15日までに必要書類を添えて申請

5 補助額
上限30万円（夫婦ともに29歳以下の場合は上限60万円） 

6 問合せ先
政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP：0745-88-9085）

③ 結婚新生活支援補助金

④ 移住支援金交付事業

1 趣旨・目的
東京圏から移住し、就業または起業に対する支援を通じた定住促進と地域活性化を目的とします。

2 事業概要
東京圏から宇陀市へ移住し、就業または起業した者に対して支援金を交付します。

3 対象者
・東京23区に在住または通勤していた者で、宇陀市に移住した者
・奈良県内での就業、専門人材としての就業、テレワークの実施、または起業を行った者
・暴力団関係者でないこと
・日本国籍または特定の在留資格を有する者
・市区町村税の滞納がないこと

4 申請時期
移住後3カ月以上1年以内に申請

5 補助額
単身者：60万円
世帯：100万円
＊18歳未満の世帯員を帯同する場合、加算あり

6 問合せ先
政策推進部 市民協働課 電話：0745-82-2130（IP：0745-88-9085）
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⑥ 高齢者運転免許自主返納促進事業

1 趣旨・目的
加齢等により自動車等の運転に不安のある高齢者に対し、運転免許証の自主返納を促進すること
により、高齢者の運転による交通事故の防止を図ることを目的とします。

2 事業概要
運転免許証の自主返納者に対する支援として申請者にウッピー商品券により支援を行います。

3 対象者
下記の要件を全て満たす個人
・宇陀市に居住し、かつ 申請を行う日において満６５歳以上の者。  
・令和５年４月１日以降に運転免許証を自主返納した者。
・市税を滞納していないこと。
・暴力団等に該当していないこと。 

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（予算の範囲内に限る。）

5 補助額
1万円相当のウッピー商品券

6 問合せ先
総務部 危機管理課 電話：0745-82-1304（IP：0745-88-9070）

⑤ 特殊詐欺等防止対策機器購入費補助金

1 趣旨・目的
特殊詐欺等防止対策機器（防犯電話等）の普及促進を図り、悪質電話による特殊詐欺の犯罪被害
を未然に防止することを目的とします。

2 事業概要
特殊詐欺等防止対策機器の購入及び設置に要する経費について、補助を行います。

3 対象者
特殊詐欺等防止対策機器を購入及び設置する下記の要件を全て満たす個人
・宇陀市に居住し、かつ同一世帯に満65歳以上の世帯員が含まれていること。
・市税を滞納していないこと。
・暴力団等に該当しないこと。

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（予算の範囲内に限る。）

5 補助額
補助対象経費の1／2以内の額（上限額1万円）

6 問合せ先
総務部 危機管理課 電話：0745-82-1304（IP:0745-88-9070）
大宇陀地域事務所 地域市民課 電話：0745-83-2251（IP:0745-88-9114）
菟田野地域事務所 地域市民課 電話：0745-84-2521（IP:0745-88-9187）
室生地域事務所 地域市民課 電話：0745-92-2001（IP:0745-88-9181）
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⑦ 不法投棄防止施設設置事業補助金

1 趣旨・目的
国・県道及び市の管理する道路から不法に投棄される廃棄物により、公衆衛生や生活環境の保
全上支障が生じる恐れがある場合において、その被害を防止することを目的とします。

2 事業概要
不法投棄防止施設（防止柵・防止網等）の設置に対する補助を行います。

3 対象者
宇陀市内の土地に防護柵等を設置する者

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（前年度の9月末までにご相談下さい。）

5 補助額
設置に要する経費が1万円以上10万円以下でその1／2以内

6 問合せ先
市民環境部 環境対策課 電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）

⑧ 家庭用生ごみ処理機及び処理容器設置費補助金

1 趣旨・目的
資源循環型のまちづくりを目指すため、家庭用生ごみ処理機等を設置することで、家庭から出
る水分量の多い生ごみを菜園等の肥料として再利用するなど、効果的に処理し、誰もができる
SDGsとして、ごみの減量化に対する意識の高揚を図ることを目的としています。

2 事業概要
家庭用生ごみ処理機、または処理容器を設置し、ごみの減量化や再利用に取り組まれる方に対
し、購入費用の一部を補助します。

3 対象者
下記の要件を全て満たす個人
・市内に住所を有し、かつ、市内において処理機等を設置される方。
・過去5年以内にこの補助金の交付を受けていない方。
・市税の滞納がない方

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（予算がなくなり次第、終了）

5 補助額
消費税を除いた購入額の1／2（限度額は以下の通り）
○生ごみ処理機（電動式または手動式）…   限度額1個まで 30,000円
○生ごみコンポスト容器 ……………………  限度額1個につき3,000円
○EMボカシ容器 ……………………………… 限度額1個につき2,000円

6 問合せ先
市民環境部 環境対策課 電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）
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⑨ スズメバチ駆除費補助金

1 趣旨・目的
人に危険を及ぼす恐れのあるスズメバチから市民生活の安全を図り、よりよい環境づくりに寄与
することを目的とします。

2 事業概要
スズメバチの営巣を駆除した費用の一部に対し、補助金を交付します。

3 対象者
市内に建物若しくは土地を所有、使用又は管理する者

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日

5 補助額
対象補助経費の2分の１の額（100円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。）と
する。ただし、その額が1万円を超えるときは、1万円を限度とする。

6 問合せ先
市民環境部 環境対策課
電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）

⑩ 電気自動車等普及促進事業（カーボンニュートラル推進事業）

1 趣旨・目的
二酸化炭素等の温室効果ガス削減と災害時等の電源確保を目的としています。

2 事業概要
電気自動車又はプラグインハイブリッド自動車（以下「電気自動車等」という。）を購入された
個人または法人にウッピー商品券を支給します。

3 対象者
次の要件を全て満たす車両を購入（4年以上のリース可）された、市内在住の市民または市内に
法人登記のある法人（市税等の滞納がないこと）
〇初年登録された日から起算して1年を超えない電気自動車等
〇国が実施するクリーンエネルギー自動車導入促進補助金の交付を受ける電気自動車等
〇市内に駐車場を持つ電気自動車等
〇災害時に避難所への給電のため、車両提供にご協力いただける方

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日
＊先着順のため、期間内であっても予算がなくなり次第終了する場合があります。

5 補助額
5万円分のウッピー商品券（1台につき1回）

6 問合せ先
市民環境部 環境対策課
電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）
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⑪ 太陽光パネル設置補助事業（カーボンニュートラル推進事業）

1 趣旨・目的
太陽光発電システム設置による二酸化炭素等の温室効果ガス削減を図ることを目的としています。

2 事業概要
住宅及び事業所に太陽光発電システムを設置された方に対し、ウッピー商品券を支給します。

3 対象者
・市内にお住まいの方または市内で事業を営む事業者
・太陽電池の最大出力の合計値が10kw未満であるもの
・市税等の滞納がないこと

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日
＊先着順のため、期間内であっても予算がなくなり次第終了する場合があります。

5 補助額
5万円分のウッピー商品券
＊1住宅につき1回まで

6 問合せ先
市民環境部 環境対策課
電話：0745-82-2202（IP:0745-88-9078）

1 趣旨・目的
軟骨伝導集音器による「聞こえ」が改善されることで、意思決定の促進など高齢者等がいきいき
と活躍できる社会環境の実現を目指します。

2 事業概要
宇陀市内の高齢者の耳の聞こえを保証し、認知症の予防につなげていくため、軟骨伝導集音器の
購入に要する経費に対し、助成金を交付します。

3 対象者
① 市内在住の満65歳以上で市税に滞納がない方
② 市内に所在地を置き、聞き取りが困難な高齢者等が訪れる窓口業務を行う団体

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日（予算がなくなり次第終了）

5 補助額
助成対象者1人（1団体）につき1回限りで、集音器1台分の助成対象経費額の１／２（上限1万
円）。ただし、付属品の購入経費、送料、修理費は除く。

6 問合せ先
健康福祉部 介護福祉課
電話：0745-82-3675（IP:0745-88-9088）

⑫ 高齢者軟骨伝導集音器購入費助成金事業
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1 趣旨・目的
農地及び作業道や、用水路等の農業用施設の機能を適正に発揮し、農業経営の安定向上を図るこ
とを目的とします。

2 事業概要
①農地が自然災害（鳥獣害含む。）に起因して畦畔等が崩壊、若しくは崩壊する恐れがある場合

の重機借上げ費用を補助します。
②農業用施設の維持管理、補修、改良を実施する場合の重機借上げ費用を補助します。

3 対象者
・農道、農業用用排水路、ため池及び井堰の農業用施設で、受益戸数が2戸以上あるもの。
・田及び畑で、すでに耕作若しくは耕作できる状態にあり、耕運等の維持管理を行っているもの。

4 申請時期
令和8年4月1日～令和9年3月31日

5 補助額
【農地】

借上げ費用の1／2以内で、4万円を超えない範囲の額
【農業用施設】

借上げ費用の1／2以内で、15万円を超えない範囲の額
（ため池・井堰は、借上げ費用の1／2以内で、150万円を超えない範囲の額）

6 問合せ先
農林商工部 農林課
電話：0745-82-3679（IP:0745-88-9090）

⑬ 農地・農業用施設維持管理に伴う重機借上げ補助金

⑭ 有害鳥獣防除施設事業補助金

1 趣旨・目的
野生鳥獣による農林産物等への被害防止を図ることを目的とします。

2 事業概要
野生鳥獣による農林産物等への被害防止を図るため、鳥獣の侵入防止を目的とした防除施設の設
置に要する経費を補助します。

3 対象者
宇陀市内で農業等を行っている者

4 申請時期
4月から11月まで

5 補助額
400円/ｍ以内（防護柵）
400円/㎡以内（天井付き囲み柵）

6 問合せ先
農林商工部 農林課
電話：0745-82-3679（IP:0745-88-9090）
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⑮ 老朽危険空家等除却事業

1 趣旨・目的
老朽危険空家の除却を促進し、市民の安全・安心と居住環境の向上を図ることを目的とします。

2 事業概要
老朽危険空家等の除却に要する費用を補助します。

3 対象者
老朽危険空家等の所有者

4 申請時期
令和8年7月上旬～令和8年11月20日

5 補助額
補助対象物件1件につき、補助対象経費の1／2（上限30万円）

6 問合せ先
建設部 住宅課
電話0745-82-5642（IP0745-88-9096）

⑯ 住宅・建築物安全ストック形成事業

1 趣旨・目的
大規模地震の発生に備えた安全な地域づくりのため、既存木造住宅の耐震診断の促進、耐震改修
の推進と道路に面するブロック塀等の撤去により、地震に対する安全性の向上を図ることを目的
とします。

2 事業概要
① 既存木造住宅の耐震診断（無料）
② 既存木造住宅の耐震改修補助
③ ブロック塀等の撤去補助

3 対象者
①② 昭和56年5月31日以前に着工された2階建以下の木造住宅（一戸建て、長屋、共同住宅）

の所有者
② 市内事業者と耐震改修工事の契約を予定している方
③ 道路に面したブロック塀等の所有者
＊いずれも市税の滞納がなく、自己及び同居の親族が暴力団との関係を有していない方

4 申請時期
令和8年6月8日～令和8年11月20日

5 補助額
① 無料
② 耐震改修に要した費用の80％（上限115万円）
③ ブロック塀等の撤去に要する経費の1／2以内の額、または見付面積1㎡につき1万円のうち、

どちらか低い額（上限10万円）

6 問合せ先
建設部 住宅課
電話0745-82-5642（IP0745-88-9096）
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⑰ 住宅省エネ改修推進事業（カーボンニュートラル推進事業）

1 趣旨・目的
既存住宅の省エネ改修の促進及び普及啓発を目的とします。

2 事業概要
① 既存木造住宅の耐震改修と併せて行う省エネ改修
② 既存木造住宅の省エネ改修

3 対象者
① 昭和56年5月31日以前に着工された2階建以下の木造住宅（一戸建て、長屋、共同住宅）の

所有者
② 平成12年以前に建てられた住宅の所有者又は居住者（個人に限ります。）
＊いずれも市税の滞納がなく、市内事業者と省エネ改修工事を予定している方

4 申請時期
①②とも令和8年6月8日～令和8年11月20日

5 補助額
① ZEH水準の省エネ改修：省エネ改修に係る工事費の80％（上限70万円）

省エネ水準の省エネ改修：省エネ改修に係る工事費の40％（上限30万円）
② 上限20万円（部位により上限額の設定があります。）

6 問合せ先
建設部 住宅課
電話0745-82-5642（IP0745-88-9096）
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